
基礎土止用材
ネガティブフリクション対策鋼管杭（SLP®-Ⅱ）
SLP-Ⅱ（Slip Layer Pipe Pile Ⅱ）は、SL杭の優れたネガティブフリ
クション低減性能を持ち、さらに瀝青材料の表面の硬い保護層で覆う
ことにより、輸送性・保管性を向上させたネガティブフリクション
対策鋼管杭です。

特長
1）ネガティブフリクションを大幅に低減できるため、杭本数、杭径肉
厚等が減少し、材料費が少なくて済むとともに施工費も削減でき、
経済的効果が大です。

2）硬い保護層で表面を覆っていますので、ハンドリング時にすべり層
の損傷を防ぎます。

3）現場での輸送性・保管性がすぐれています。
4）通常の鋼管杭の打設性能の良さをそのまま保ちます。

構造
SLP-Ⅱは鋼管の表面にすべり層であるスリップレイヤーコンパウン
ドを平均1.5mm以上 の厚さで塗布し、さらにその表面を保護層とし
て1.5mm以上の厚さのポリエチレンにより、被覆した新しいネガティブ
フリクション対策鋼管杭です。 

製品仕様
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なお、杭打ち用キャップは、
吊金具との干渉を避けるため、
内ガイド式のものを使用ください

吊金具の取付け例（参考）
質量3.0～5.0トンの場合

上端部 下端部
保護層

ポリエチレン
層厚：1.5mm以上

管端無塗布長

150mm以上 350mm以上

すべり層

「SLコンパウンド」
Sグレード

層厚：平均1.5mm以上

鋼管寸法

外径（mm）

400

1625.6

単管長（m）

10.0

18.6

塗覆装仕様

〜 〜

上記以外の外径、長さのものについてはご相談に応じます。 
重量が3トン程度以上の場合には吊金具が必要となりますのでご相談ください。 

SLP（Slip Layer Pipe Pile）は昭和シェル石油（株）が開発した特殊
な瀝青材料（Bitumen Compound）を鋼管杭の表面に塗布し、スリッ
プレイヤー（SL：すべり層）のせん断変形より鋼管杭に伝達される
ネガティブフリクションを大幅に低減させる杭です。

特長
1．圧密沈下層が深い場合でも、確実にネガティブフリクションを低
減することができ、鋼管杭の打設性能の良さ、信頼性をそのまま
もっています。 

2．施工性が良く、しかもネガティブフリクションを大幅に低減でき
るため、他のネガ ティブフリクション低減工法に比較して、最も
効果的です。 

3．杭本数、外径、板厚等が減少し、材料費が少なくて済むほかに、
運搬費や施工費も 減少されるため経済性にも優れています。

4．SLPの運搬方法、保管方法、建込方法、打込方法等が確立されて
おり、通常の鋼管杭 とほぼ同様な施工が行なえます。

構造
SLPは図-1に示すように、鋼管の表面にすべり層の接着性を高めるた
めのプライマーを塗り、その上にSLコンパウンドを平均6mm以上の
厚さで塗布し、SLガード800あるいはスパンボンドなどの不織布等に
より保護したものです。製品仕様を表-1に示します。

表-1　SLPの製品仕様

図-1　SLPの構造
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鋼管杭

ネガティブフリクション対策鋼管杭（SLP®）

ご注意とお願い
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基礎土止用材

1．吊金具
吊金具は、引張強度490N/mm2級または同等以上の材料を使用する
ものとします。その標準的な形状および寸法を図１、表１に参考と
して示します。

表 1　吊金具の寸法 （単位：mm）

図 製品質量
（ton) A B C D E T1 φ a F G I J K T2 Cʼ b

吊金具
質量

kɡ ／個

①

3 以下 120 100 55 25 25 12 40 6 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 1

3〜5 以下 120 100 55 25 25 16 40 9 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 2

5〜10 以下 200 150 90 30 30 22 65 15 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 5

② 10〜20 以下 300 250 150 50 50 22 80 15 80 150 30 25 60 22 C30 15 17

③
20〜30 以下 350 250 150 50 50 22 90 ─ 125 200 50 25 70 22 C50 15 23

30〜40 以下 400 300 150 50 50 25 100 ─ 150 260 50 25 80 22 C50 15 37

※1 引張強度は490N/mm2級（SM490A）以上　※2 吊金具2個1組での吊り作業が原則

図 1　吊金具の形状
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（図－①）10ton以下用（補強リブ無し） （図－②）10ton超～20ton以下用（補強リブ有り）

（図－③）20ton超～40ton以下用（補強リブ有り）

鋼管杭
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基礎土止用材

2．鋼管杭重量計算方法について
下記具体例にもとづき本体、付属品の重量計算方法について説明し
ます。

4.　十字リブ
W＝7.85・h・t（2ℓ－t）/1,000,000

5.　ずれ止め　寸法

1. 本　体  W ： 管の重量
　 W＝（D－t）・t・0.02466 〔 t ： 管の厚さ 〕  D ： 管の外径

2．補強バンド
2 ー 1　上杭（外バンド）  〔 W ： バンドの重量〕 W＝（D＋tb）・tb・0.02466   tb ： バンドの厚さ

  W ： 十字の重量

 〔  ℓ ： 十字の長さ 〕  h ： 十字の高さ
  t ： 十字の厚さ

3．丸　蓋  W ： 丸蓋の重量
W＝6.16・d2・t/1,000,000 〔 d ： 丸蓋の径　 〕  t ： 丸蓋の厚さ

2 ー 2　内側補強バンド
　　　W＝（D－2t－tb）・tb・0.02466

（例）
①  ｛A9（上杭）　600×12×12M ③ 丸　　蓋　φ588×22　　　｝工場取付　　 A1（下杭）　600×12×14M ④ 十字リブ　22×200×φ566

② 補強バンド｛ 上杭頭部　9×200（外バンド ） ⑤ 継　　手　JASPPジョイント
　　　　　　  下杭頭部　9×200（外バンド）

A9（600－12） ×12×0.02466→174kɡ/m×12m→2,088kɡ/P
A1　　　　　　　　　　　　  174kɡ/m×14m→2,436kɡ/P

7.85×200×22×（2×566－22）/1,000,000→38.34kg/コ
 ∴38kɡ/コ

（600＋9）×9×0.02466→135.0kɡ/m×200mm→27.0kɡ/コ
 ∴27kɡ/コ

（600－24－9）×9×0.02466→126kɡ/m×200mm→25.2kɡ/コ
 ∴25kɡ/コ

6.16×5882×22/1,000,000→46.85kɡ/コ
 ∴47kɡ/コ

（1）厚さ（T）：右表による。
（2）径（d）

外面取付け
d＝D＋2T
内面取付け
d＝D－2t
 D ： 杭外径
  t  ： 杭管厚
 T ： ずれ止め厚さ
 d ： ずれ止め外径

ずれ止めの部材は、次式にて部材長さを算出する。

杭外面取付部材長さ（L2）＝π・（D＋T）－X
杭内面取付部材長さ（L1）＝π・（D－2t－T）－X

D
杭径

（mm）

T
ずれ止め厚さ

（mm）

B
ずれ止め幅
（mm）

800 　　未　満　　 9 25
800以上〜1200未満 12 25

1200以上〜1500未満 16 32
W＝L×T×B×S（kɡ）　　S＝7.85ɡ/cm3

ℓ

t

h

T

（L0）
（L1）

35±10（＝Ｘ）

d

B

 D ： 杭外径
 X ： ずれ止めのひらき
  t ： 杭の管厚

鋼管杭
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基礎土止用材

イ.　φ1,016以下 W＝（D－2t－4.5）・4.5・0.02466・50mm
ロ.　φ1,016超　 W＝（D－2t－6）・6・0.02466・50mm
ハ.　止め金 W＝20×40×2.3×7.85＝0.0144kɡ

｛ W：裏当てリングの重量
　D：管の外径
　t ：管の板厚
　4.5，6.0：裏当てリングの厚さ

3.　数値の丸め方（参考）
鉱工業における十進法の数値を丸める場合はつぎのようにする。

（つぎの説明図はJISZ8401の規定に基づいて作成したものである。）

（例）　5けたを有効数字3けたに丸める場合

この丸め方はもとの数値を一段階で丸めなければならない。
たとえば、5.346を有効数字2けたに丸めれば5.3となる。
しかし、これを5.346→5.35→5.4としてはいけない。

この数字が5でそれ以下に0であるときは、つぎのようにする。
a）この数字の前が0，2，4，6，8ならば─── 切りすてる
b）この数字の前が1，3，5，7，9ならば─── 切り上げる
　　　　例：a）1.3450→1.34
　　　　　　b）5.2350→5.24

この数字が4以下なら切りすてる。
　　　　例：12.849→12.8

この数字が6以上のとき───────切り上げる
　　　　例：3.2468→3.25

この数字が5でそれ以下に0以上の数字があるとき 切り上げる
　　　　例：3.2451→3.25

丸め上の注意

鋼管杭

6.　JASPPジョイント
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